平成１５年度　第１回　デジタル２種　法規科目

  端 末 設 備 の 接 続 に 関 す る 法 規  
第1問　次の各文章の（　　）内に、それぞれの解答群の中から、「電気通信事業法」に規定する内容に照らして最も適したものを選び、その番号を記せ。　　　　　　　　　　　　　　(小計20点)
(1)　次の二つの記述は、（　ア　）。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(4点)
A　電気通信役務とは、有線、無線その他の電磁的方式により、符号、音響又は影像を送り、伝え、又は受けることをいう。

B　電気通信業務とは、電気通信事業者の行う電気通信役務の提供の業務をいう。

	　①　Aのみ正しい　　②　Bのみ正しい　　③　AもBも正しい　　④　AもBも正しくない


(2)　次の二つの記述は、（　イ　）。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(4点)
A　事業用電気通信設備とは、第一種電気通信事業者及び特別第二種電気通信事業者がその電気通信事業の用に供する電気通信設備をいう。

B　電気通信回線設備とは、送信の場所と受信の場所との間を接続する伝送路設備をいい、交換設備及びこれらの附属設備を含まない。

	　①　Aのみ正しい　　②　Bのみ正しい　　③　AもBも正しい　　④　AもBも正しくない


　(3)　電気通信回線設備を損傷し、又はその機能に（　ウ　）を与えないようにすることは、端末設備の接続の技術基準で確保すべき事項である。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(4点)
	　①　影　響　　②　制　限　　③　損　失　　④　障　害


(4)　第一種電気通信事業者は、第一種電気通信事業者以外の者からその自営電気通信設備をその電気通信回線設備に接続すべき旨の請求を受けても、その請求を拒むことができる場合について述べた次の二つの記述は、（　エ　）。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(4点)
A　その自営電気通信設備の接続が、総務省令で定める技術基準（当該第一種電気通信事業者が総務大臣の認可を受けて定める技術的条件を含む。）に適合しないとき。

B　その自営電気通信設備を接続することにより当該第一種電気通信事業者の電気通信回線設備の保持が経営上困難となることについて当該第一種電気通信事業者が総務大臣の認定を受けたとき。

	　①　Aのみ正しい　　②　Bのみ正しい　　③　AもBも正しい　　④　AもBも正しくない


(5)　工事担任者資格者証の種類及び工事担任者が行い、又は監督することができる端末設備若しくは（　オ　）の接続に係る工事の範囲は、総務省令で定める。　　　　　　　　　　　　　　　(4点)
	　①　有線電気通信設備　　②　電気通信回線設備

③　自営電気通信設備　　④　線路設備


第2問　次の各文章の（　　）内に、それぞれの解答群の中から、「工事担任者規則」（これらに基づく告示を含む。）及び「有線電気通信法」に規定する内容に照らして最も適したものを選び、その番号を記せ。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(小計20点)
(1)　利用者が端末機器を電気通信回線設備に接続する場合について述べた次の二つの記述は、（　ア　）。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(4点)
A　技術基準適合認定を受けた端末機器をアダプタ式ジャック方式により電気通信回線設備に接続するときは、工事担任者を要しない。

B　技術基準適合認定を受けた端末機器を第一種電気通信事業者が別に告示する方式により電気通信回線設備に接続するときは、工事担任者を要しない。

	　①　Aのみ正しい　　②　Bのみ正しい　　③　AもBも正しい　　④　AもBも正しくない


(2)　次の二つの記述は、（　イ　）。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４点）

A　デジタル第2種工事担任者が行い、又は監督することができる工事の範囲には、アナログ第3種の工事の範囲に属する工事は含まれていない。

B　デジタル第2種工事担任者が行い、又は監督することができる工事の範囲には、デジタル伝送路設備（回線交換方式によるものに限る。）に端末設備等を接続するための工事並びにデジタル第3種の工事の範囲に属する工事である。

	　①　Aのみ正しい　　②　Bのみ正しい　　③　AもBも正しい　　④　AもBも正しくない


(3)　次の二つの記述は、（　ウ　）。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４点）

A　工事担任者は、資格者証を破ったため再交付の申請をしようとするときは、所定の様式の申請書に、当該資格者証又は住民票の写し若しくは氏名及び生年月日を証明する書類を添えて、総務大臣に提出しなければならない。

B　工事担任者資格者証の返納を命ぜられた者は、その処分を受けた日から7日以内にその資格者証を総務大臣に返納しなければならない。資格者証の再交付を受けた後失った資格者証を発見したときも同様とする。

	　①　Aのみ正しい　　②　Bのみ正しい　　③　AもBも正しい　　④　AもBも正しくない


(4)　総務大臣は、この法律の施行に必要な限度において、（　エ　）を設置した者からその設備に関する（　オ　）を徴し、又はその職員に、その事務所、営業所、工場若しくは事業場に立ち入り、その設備若しくは帳簿書類を検査させることができる。　　　　　　　　　　　　　　　（４点）

	　①　電気通信回線設備　　②　有線電気通信設備　　③　自営電気通信設備

　③　意　見　　　　　　　④　報　告　　　　　　　⑥　資　料


第3問　次の各文章の（　　）内に、それぞれの解答群の中から、「端末設備等規則」に規定する内容に照らして最も適したものを-を選び、その番号を記せ。　　　　　　　　　　　　(小計20点)
(1)　次の二つの記述は、（　ア　）。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(4点)
A　絶対レベルとは、一の皮相電力の1ミリワットに対する比を絶対値で表したものをいう。

B　呼設定用メッセージとは、呼設定メッセージ又は応答メッセージをいう。
	　①　Aのみ正しい　　②　Bのみ正しい　　③　AもBも正しい　　④　AもBも正しくない


(2)　次の二つの記述は、（　イ　）。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(4点)
A　通話機能を有する端末設備は、通話中に受話器から過大な音響衝撃が発生することを防止する機能を備えなければならない。

B　端末設備の機器は、その電源回路と筺体及びその電源回路と事業用電気通信設備との間において、使用電圧が300ボルトを超え750ボルト以下の直流の場合にあっては、4メガオーム以上の絶縁抵抗を有しなければならない。

	　①　Aのみ正しい　　②　Bのみ正しい　　③　AもBも正しい　　④　AもBも正しくない


(3)　次の二つの記述は、（　ウ　）。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(4点)
A　端末設備は、事業用電気通信設備から漏えいする通信の内容を意図的に識別する機能を有してはならない。

B　端末設備は、事業用電気通信設備との間で鳴音（電気的又は音響的結合により生ずる発振状態をいう。）を発生することを防止するために第一種電気通信事業者が別に告示する条件を満たすものでなければならない。

	　①　Aのみ正しい　　②　Bのみ正しい　　③　AもBも正しい　　④　AもBも正しくない


(4)　配線設備等の電線相互間及び電線と大地間の絶縁抵抗は、直流250ボルトの電圧で測定した値で（　エ　）メガオーム以上でなければならない。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(4点)
	　①　0.2　　②　0.4　　③　1　　④　2　　⑤　4　　⑥　6


(5)　端末設備内において電波を使用する端末機器に関する次の二つの記述は、（　オ　）。　　(4点)
A　使用する電波の周波数が規格値内であるかどうかについて、総務大臣が別に告示するところにより判定を行い、規格値内である場合にのみ通信路を設定するものでなければならない、ただし、総務大臣が別に告示するものについては、この限りでない。

B　使用される無線設備は、金属製の筺体に収められており、かつ、容易に開けることができないものでなければならない。ただし、総務大臣が別に告示するものについては、この限りでない。

	　①　Aのみ正しい　　②　Bのみ正しい　　③　AもBも正しい　　④　AもBも正しくない


第4問　次の各文章の（　　）内に、それぞれの解答群の中から、「端末設備等規則」に規定する内容に照らして最も適したものを選び、その番号を記せ。　　　　　　　　　　　　　(小計20点)
(1)　アナログ電話端末の発信の機能に関する次の二つの記述は、（　ア　）。　　　　　　　　(4点)
A　自動的に選択信号を送出する場合にあっては、直流回路を開いてから1秒以上経過後に選択信号の送出を開始するものでなければならない。ただし、電気通信回線からの発信音又はこれに相当する可聴音を確認した後に選択信号を送出する場合にあっては、この限りでない。

B　発信に際して相手の端末設備からの応答を自動的に確認する場合にあっては、電気通信回線からの応答が確認できない場合選択信号送出終了後2分以内に直流回路を開くものでなければならない。

	　①　Aのみ正しい　　②　Bのみ正しい　　③　AもBも正しい　　④　AもBも正しくない


(2)　アナログ電話端末の選択信号として使用する押しボタンダイヤル信号は、低群周波数一つと高群周波数一つの組合せで規定されている。それぞれの周波数の範囲は、表のうち、（　イ　）である。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(4点)
	
	低群周波数の範囲
	高群周波数の範囲

	A
	300～700ヘルツ
	900～1,500ヘルツ

	B
	500～900ヘルツ
	1,000～1,500ヘルツ

	C
	600～1,000ヘルツ
	1,200～1,700ヘルツ

	D
	600～1,200ヘルツ
	1,300～2,000ヘルツ

	E
	700～1,500ヘルツ
	1,500～2,500ヘルツ


	　①　A　　②　B　　③　C　　④　D　　⑤　E


(3)　アナログ電話端末の選択信号のうち、押しボタンダイヤル信号に関する次の二つの記述は、（　ウ　）。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(4点)
A　ミニマムポーズとは、隣接する信号間の休止時間の最小値という。

B　信号周波数偏差は、信号周波数の±5.5％以内と規定されている。

	　①　Aのみ正しい　　②　Bのみ正しい　　③　AもBも正しい　　④　AもBも正しくない


(4)　移動電話端末の基本機能に関する次の記述のうち、誤っているものは、（　エ　）である。(4点)
	　①　発信を行う場合にあっては、発信を確認する信号を送出するものでなければならない。

　②　応答を行う場合にあっては、応答を確認する信号を送出するものでなければならない。

　③　通信を終了する場合にあっては、チャネル（通話チャネル及び制御チャネルをいう。）を切断する信号を送出するものでなければならない。


(5)　総合デジタル通信端末の基本的機能等に関する次の二つの記述は、（　オ　）。　　　　　(4点)
A　発信又は応答を行う場合にあっては、呼設定用メッセージを送出するものでなければならない。

B　総合デジタル通信端末は、総務大臣が別に告示する電気的条件及び光学的条件のいずれかの条件に適合するものでなければならない。

	　①　Aのみ正しい　　②　Bのみ正しい　　③　AもBも正しい　　④　AもBも正しくない


第5問　次の各文章の（　　）内に、それぞれの解答群の中から、「有線電気通信設備令」及び「有線

電気通信設備令施工規則」に規定する内容に照らして最も適したものを選び、その番号を記せ。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(小計20点)
(1)　次の二つの記述は、（　ア　）。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (4点)
A　ケーブルとは、光ファイバ並びに光ファイバ以外の絶縁物及び保護物で被覆されている電線をいう。

B　電線とは、有線電気通信を行うための導体であって、強電流電線に重畳される通信回線に係るものも含まれる。

	　①　Aのみ正しい　　②　Bのみ正しい　　③　AもBも正しい　　④　AもBも正しくない


(2)　通信回線（導体が光ファイバであるものを除く。）線路の電圧は、（　イ　）以下でなければならない。ただし、電線として（　ウ　）のみを使用するときは、この限りでない。　　　　　　(4点)
	　①　100　　　 ②　200　　　　③　250　　　　　 ④　300　　　　⑤　600

⑥　銅　線　　⑦　ケーブル　　⑧　強電流電線　　⑨　絶縁電線


(3)　次の二つの記述は、（　ウ　）。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (4点)
A　架空電線は、総務省令で定めるところによらなければ、架空強電流電線と同一の支持物に架設してはならない。

B　架空電線の高さは、その架空電線が鉄道又は軌道を横断するときは、総務省令で定めるところによらなければならない。

	　①　Aのみ正しい　　②　Bのみ正しい　　③　AもBも正しい　　④　AもBも正しくない


(4)　屋内電線と高圧の屋内強電流電線との離隔距離が３０センチメートル以下となる場合には、屋内電線は、屋内強電流電線との離隔距離を（　オ　）センチメートル以上とするように設置しなければならない。ただし、屋内強電流電線が強電流ケーブルであって、屋内電線と屋内強電流電線との間に耐火性のある堅ろうな隔壁を設けるとき、又は屋内強電流電線を耐火性のある堅ろうな管に収めて設置するときは、この限りでない。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(4点)
	　①　10　　②　15　　③　20　　④　25


解答

第1問（ア）②　（イ）①　（ウ）④　（エ）③　（オ）③

第2問（ア）①　（イ）②　（ウ）①　（エ）②　（オ）⑤

第3問（ア）②　（イ）①　（ウ）①　（エ）③　（オ）④

第4問（ア）②　（イ）③　（ウ）①　（エ）①　（オ）③

第5問（ア）①　（イ）①　（ウ）⑦　（エ）③　（オ）②

